


























高等部卒業者 1829名のうち，就職率は 5. 8%と，他障害種を含む特別支援学校高等部の平均就職















































※1 平成28 (2016)年 9月までは薬樹株式会社常務取締役
※2 平成27 (2015)年度までは自立生活センターレイ所属 平成 15年度卒業生























































( 3 ) 外部発信
①「肢体不自由児(者)の職域開拓に関する基礎的研究J (関東甲越地区肢体不自由教育研究協議
会)
②「肢体不自由児(者)の社会参加に関する基礎研究 (1~4 年次) J (全国肢体不自由教青研究
協議会)
③「肢体不自由児(者)の職域開拓に関する基礎的研究 1~ 5 J (日本特殊教育学会)





















































具体的に思考しながら育む指導体制の構築(図 1)，すなわち， 1 2年間にわたるカリキュラム・マネ
ジメントの構築が必要といえる。









本研究は，肢体不自由児の障害特性等から，前項 1に示した通り 11 2年間にわたる学校の教育活
動全体による指導における課題J 1島立と社会参加を促すための効果的な支援における課題J 1地域連






( 1 ) 当校卒業生の進路実態認査
特別支援学校(肢体不自由)で学んだ肢体不自由児の社会参加の実態を把握するため 当校高等部卒





































( 6 ) 青みたい資質・能力の明確化



























そこで，当校高等部卒業生を例に，平成18 (2006) ~ 2 7 (2015)年度の 108名を対象に，卒業
後どのような社会参加を果たしているかについて，卒業直後，及び，卒業後の動向を確認した口表2の
通り，高等部卒業後に職業訓練，または，就労移行支援事業を経て，あるいは，高等教育機関での学び
を終えた後に，一般就労による社会参加を叶えている者が 28名 (25. 9 %)いる。ただし， トイレ
介助等の個別の配慮を要する者で，一般就労に従事できたのは，わずかに3名 (1O. 70/0)であった。
では，個別の配慮、を比較的受け入れやすい，就労継続支援事業E型，あるいは 生活介護事業(I日福祉
的就労)の事業所，すなわち， I日来の作業所・授産施設において活動する者は， 3 2名 (29. 6 %) 
で、あった。これらは，高等部卒業後に進む者が大半であるが，進学等を経た後に進む者も複数名確認す





トイレ介助等を要する者の就労が，わずかに 3名(1 O. 7 %)であるという点は，指導や支援， とり
わけ，他分野との連携において，改善すべき事項が多いのではなし、かと考えることができた。
表2 当校卒業生の進路実態調査結果(平成28 (2016J年 11丹段階)
卒業後の進路 人数(延べ) 割合
一般就労経験あり 2 7名 2 5. 9% 
上記のうち高等部卒業段階で就労した者 1名 O. 901 
就労経験者のうちトイレ介助等の個別的な配慮、を伴う者 3名 1 O. 701 
職業訓練または就労移行支援事業の経験がある者 2 8名 25. 001 
就労継続支援事業A型の経験がある者 0名 O. 001 
就労継続支援事業B型または生活介護事業(I日福祉的就労)の経験が
3 2名 29. 6 % 
ある者
現段階において進学等の段階にある者 2 6名 24. 10/0 
在宅等 1 4名 13. 0% 
2. 全国の肢体不自由者における就労を中心とした社会参加の実態調査
( 1 ) 国公立大学，公立短期大学への雇用状況調査(質問紙調査:第一次)
特に厳しい状況にある就労における実際が，どのようなものであるかを探るため，積極的に障害者雇
用を進めるべき立場にある公約機関を対象とし，そのなかで，本研究を実施する当校を含む，全国の国




り，雇用者数 1752名の半数近くの 803名 (4580/0)が常勤雇用で、あった。そのうち，雇用者の






















































回収率 145校 77. 1 % 
障害者雇用を実施している学校 122校 84. 1 % 
総数 1 752名
障害者雇用を実施している 122校に在籍する障害者 常勤雇用数 803名 45. 8% 
非常勤雇用数 949名 54. 201 
総数 598名
障害者雇用を実施している 122校に在籍する肢体不
自由者数 常勤雇用数 309名 51.70/0 
非常勤雇用数 289名 48. 3% 
表4 常勤の技体不自由者への雇用環境等調査結果
項目 人数 割合
回収率 7 3名 23. 6 % 
身体障害者手帳の等級
1---2級 24名 3 2. 9% 
3---6級 5 9名 67. 1 % 
脊椎・脊髄系疾患、 9名 1 1. 5% 
神経・筋系疾患 1 0名 12. 8% 
起因疾病51J 骨・関節系疾患 1 5名 1 9. 2% 
脳損傷 1 2名 16. 4% 
その他 3 2名 4 1. 0% 
事務職員 4 6名 6 3. 0% 
教育職員 1 7名 23. 301 
大学での採用職種 図書館職員 4名 5. 5% 
用務員 2名 2. 70/0 







































バリアフリー等の施設設備に関する充実 16. 7% 23. 7% 
職場での人間関係 1 O. 4% 8. 50/0 
希望する職務に従事できるかどうか 4. 2% 3. 4% 
自己の障害への理解 1 2. 5% 3. 4% 
勤務時間への配慮、 1 O. 4% 11. 90/0 
業務内容への配慮 1 O. 4% 11. 90/0 
職場での介助等 4. 201 11. 90/0 
健康・体力への配慮 2 2. 9% 2 O. 30/0 




























































































差有意差項目 差 有意差 項目 差
働く場での
有意差
体調管理 O. 0 n. s. 言葉遣い O. 3 n. s. ルールの -0. 5 0.022* 
時間管理 O. 3 n. s. 協調性




-0. 2 n. S 
出動状況 O. 0 n. s. 
環境への
対応
-0. 3 n. s. 指示理解 -0. 2 n. S 
挨拶
感情のコ
O. 3 n. s. ントロー -0.3 0.049* 集中力
ノレ
-0. 3 n. s. 
身だしな
O. 0 n. s. 作業意欲 -0.6 0.001* 
作業の
習熟度









0. 000 * 


























???????????? ? ? ???? ??
-0. 3 
0. 1 n. S. 弘人
O. 1 n. s. 広間
コミ 開局
j.8 0.001*z z 
-O. 1 n s 勢反
0. 2 n. s. 
0. 2 n. S. 自
由己
二企ι3 n. S. 己理
O. 3 n. S 笠角卒
、~~~、内，、~、，h 寸今+< . 
O. 0 n. s. 能
力



























































介助依頼 肯定 目的意識 n. s. 
状況に応じた言葉遣い n. s. 時間意識 否定
連携，協力 n. s 改善の思考 n. s. 
報告・連絡・相談 ロ s 敢捨選択 否定
人との関わり方 n. s. 創意工夫 n. s. 
自己理解 n. s. 自 責任感 否定 ニキ
取組の意義確認 自己 職種の理解 モ子定
ンャ
n. s 己理 グヮ
集中力 肯定 管解 適性判所 否定 勢ア理・
健康管理 力能 業務の選択 否定
フ。
n. s フ
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